













































































































































（GLOBAL WIND ENERGY OUTLOOK）では、2010
－ 31 －
年の実績で5.7兆円、2020年で9.8兆円の市場規模と予
測している。このように、大きな市場拡大が見込まれ
る風力発電産業であるが、日本プレーヤーの世界シェ
アは２％程度にとどまっている。
　日本国内では三菱重工業、日本製鋼所、日立製作所
の３社が大型風車を製造する能力をもっている。素
材・部材産業を含めると、日本で70社超の企業が風力
産業への参入を果たしており、その生産額は年間約
2,500億円、関連雇用約3,000人以上と見られている。
⑶　中小水力発電市場
　自然エネルギーの一つである水力発電は現在、日本
全国に約1,850カ所の発電所がある。合計出力は約2,200
万kwにのぼり、日本の一次エネルギー発電量の約
10％程度を担っており、その市場の現状について述べ
たい３）。ダムなどを利用した大規模水力発電は適切な
地点での建設がほぼ完了した。一方、開発可能な中小
規模（発電機の総出力3,000kw前後）の発電所地点（約
2,700カ所）をすべて開発できれば、新たに約1,200kw
の出力を得ることができる。
　エネルギーには位置エネルギー、運動エネルギー、
電気エネルギー、電磁波エネルギー、化学エネルギー、
熱エネルギーなどいろいろな種類がある。これらのエ
ネルギーは相互に変換することができる。たとえば、
高いところにある水は位置エネルギーを持っており、
これを重力によって落下して運動エネルギーに変えら
れる。この運動エネルギーで発電機を回せば、電気エ
ネルギーが得られるが、これを水力発電と呼んでいる。
位置エネルギーは、そのままの形で長い間置いても減
らないエネルギーなので、貯蔵に使える。しかし、位
置エネルギーは高さが必要であり、水力発電のように
高いところから落とす仕組みが必要となる。大規模水
力発電の場合は、この仕組みによっているが、中小規
模の発電所はもともと存在する水の流れを利用して発
電する流れ込み式を採用するケースが多い。中小規模
のうち、現在注目を集めている1,000kw以下の水力発
電は、ミニ水力（100～1,000kw）、マイクロ水力（100kw
以下）に大別される。これらより小型の数kw以下の
発電装置も製品化されている。ヨーロッパなど海外
メーカー製が多数を占めているが、近年は日本製も増
えている。出力３kwの発電機で約150万円程度で、年々
コストダウンが進んでいる。
⑷　太陽熱発電市場
　太陽熱発電は、光が持つ熱をエネルギーとして利用
する。反射鏡で集めた太陽光の熱を温水や暖房の熱源
とする仕組みである。給湯に使用した場合、エネルギー
変換効率は40％にもなり、他の再生可能なエネルギー
を使用した場合に比べ高いポテンシャルをもってい
る。太陽熱発電には、太陽の動きに合わせたヘリオス
タットの制御・レシーバーでの受光から蓄熱までの熱
ハンドリング・タービンを用いた発電等のシステムの
高効率化・低価格化が求められている。そのためには
素材、パーツ、システム全般にわたって熱、機械、光
学、電気をはじめとする幅広い領域の複合的な技術的
知見が必要とされている。日本企業にとって高性能な
コンポーネント機器提供や技術的に高度な施工管理等
において参入機会は多い。
⑸　燃料電池市場
　有限な化石燃料に代わり、水素が次世代エネルギー
として注目されている。水素は地球上で最も軽く無色
無臭の物質である。水や有機化合物などに含まれて無
尽蔵に存在する。酸素と混ぜて燃焼させてもCO2を排
出せず、出るのは水のみというクリーンエネルギーで
ある。水素の有効な利用技術として、燃料電池の普及
拡大が急務となっている。燃料電池は、エネルギーシ
ステムとして次の利点をもっており、主要各国の基幹
産業である自動車（FCV）用途が市場の黎明期を迎
えているため、産業政策的な観点からも注目を集めて
いる。
Ａ．エネルギーセキュリティ
　水素は化石燃料のみならず、産業プロセスからの再
生水素や、非化石エネルギーからも製造が可能で、供
給リスクに強い。さらに、水素は高圧ガスまたは液体
で長期間貯蔵・輸送することが比較的容易であり、エ
ネルギーの貯蔵・輸送手段としての活用も期待されて
いる。その他、燃料電池は安定的な運転が可能な分散
型電源であるという利点をもっている。非常時におい
ても自立運転が可能な定置用燃料電池や、燃料電池自
動車（FCV）からの電力供給機能の開発により、エ
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ネルギーセキュリティが向上する。
Ｂ．エネルギー効率
　燃料電池を需要端に設置する場合には、送電ロスが
ない。加えて発電の際に発生した熱も有効利用できる
ため、火力発電システムに比べて効率が高い。
Ｃ．エネルギー消費の削減
　水素のエネルギー効率の高さは、エネルギー消費
の削減とそれに伴うCO2排出量の削減に寄与すると
いう利点をもっている。さらに、水素エネルギーは
利用段階ではCO2を排出しないという特徴を有してい
る。またFCVについては、CO2のみならず窒素酸化物
（NOX）、浮遊粒子状物質等の大気汚染物質も排出し
ない。そのため運輸部門における環境対策として期待
されている。
４．バイオマスの利活用
⑴　バイオマスとは
　「バイオマス：biomass＝＜bio＞＋＜mass＞」は、
元来は生態学の分野で生物量、もしくは生物現存量を
表す用語である。生態学の用語の範囲を超え、「エネ
ルギー源としての生物資源」の意味をも含むように
なったのは、石油ショック以後、代替エネルギーの推
進が強く提唱されてからといわれる。バイオマスの定
義については、厳密な定義はされていない４）。
　わが国において、2002年１月25日付で「新エネルギー
利用等の促進に関する特別措置法（通称：新エネ法）
施行令」の一部が改正され、「バイオマス」が初めて
新エネルギーとして認知された。以後、バイオマスエ
ネルギーを導入する動きが精力的に進められ、各種政
策が相次いで発表、策定されている。
　バイオマスの種類は多岐にわたり、賦存量は膨大で
ある。しかし、「恒常的に一定量供給できる」エネルギー
資源として候補になるのは、「有機性廃棄物」と「エ
ネルギー作物」である。
⑵　バイオマスエネルギーとは
　バイオマスから得られたエネルギーについては、バ
イオエネルギー、バイオマスエネルギーなどの用語が、
同じ意味で混在して使われていることが多い。FAO
（国連食糧農業機関）は、「バイオマスエネルギー」に
代わり「バイオエネルギー」を用語として用いている。
本稿では、「バイオマスエネルギー」という用語を用
いることとする。
　19世紀まではしん炭（薪炭）がエネルギーの主流で
あったが、20世紀に入って石炭、石油にとって代わら
れた。21世紀になってバイオマスが、エネルギー・環
境問題軽減に貢献できると見直されるようになったの
である。それは、バイオマスの有する以下の特性によっ
てである。①再生可能である（renewable）、②貯蔵性・
代替性がある（storable and sustitutive）、③莫大な賦
存量を有する（adundant）④カーボンニュートラル
である（carbon neutral）。
⑶　バイオマス・ニッポン総合戦略
　地域温暖化対策、循環型社会の形成という視点に
立って、バイオマスの活用が環境・エネルギー政策に
取り上げられた。政策におけるバイオマスは、生物由
来の有機資源（化石資源を除く）と規定している。バ
イオマスの活用を、戦略的な産業育成や農山漁村の活
性化など地域振興に役立てることとした。「バイオマ
ス・ニッポン総合戦略」は農林水産省を中心として、
内閣府・総務省・文部科学省・経済産業省・国土交通
省・環境省の協力によって、2002年12月に閣議決定さ
れた。本戦略によって、2010年までに300地域のバイ
オマスタウンを置くことが目標として掲げられた。バ
イオマスタウンとは、「域内において、広く地域の関
係者の連携の下、バイオマスの発生から利用までが効
率的なプロセスで結ばれた総合的利活用システムが構
築され、安定的かつ適正なバイオマス利活用が行われ
ているか、あるいは今後行われることが見込まれる地
域」であると定義している５）。
　バイオマスタウンの構築に向けて市町村が中心と
なって、地域のバイオマス利活用の全体プラン「バイ
オマスタウン構想」を作成し、その実現に向けて取り
組むこととした。2008年時点で300市町村がバイオマ
スタウンを構築することを目標に進められた。
　さらに2006年３月31日に、新たな「バイオマス・ニッ
ポン総合戦略」が閣議決定され、４月１日から適用さ
れることになった。それに伴い従前のバイオマス・ニッ
ポン総合戦略（2002年12月27日閣議決定）は､ 2006年
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３月31日をもって廃止された。新たな総合戦略は従来
の総合戦略を見直し、国産バイオマス燃料の本格的導
入、林地残材など未利用バイオマスの活用を促進する
ことなど、バイオマスタウン構築の加速化を図る方針
を示したものである。
　06年の見直しで示された2030年の実現を目指した
「バイオマス・ニッポンのイメージ」は、次の通りで
ある６）。
　① 　国民にバイオマス資源利活用の意識・生活習慣
が定着し、生ゴミは分別収集されて利用が進む。
　② 　稲ワラの飼料としての利用進展、家畜排泄物由
来の推肥の品質向上と耕畜連携による環境保全型
農業の進展。
　③ 　余剰農作物の製品およびエネルギー原料への利
用。
　④ 　間伐材を含む林地残材などの製品およびエネル
ギーとしての利活用、下水汚泥や建設時に発生の
木材などのエネルギー利用推進。
　⑤ 　バイオマスタウンを全国的に構築。バイオプラ
スチックなど、バイオマス由来の製品の普及。
　バイオマスタウンの構築に当たっては、構想全体の
設計・評価手法の開発、情報の積極的提供、人材育
成、新たなビジネスモデルの実証試験などを提起して
いる。
　バイオマス・ニッポン総合戦略により、2011年４月
末現在318地域がバイオマスタウン構想を公表してい
る。バイオマスタウン構想は、対象地域、実施主体、
地域の現状、バイオマスの利用方法、推進体制、取組
工程、目標と効果、検討状況、賦存量と利用の現状、
これまでの取組等を市町村が取りまとめ、所管の地方
農政局に提出、それをバイオマス・ニッポン総合戦略
推進会議（事務局：農林水産省環境バイオマス政策課）
で検討し、基準に合致していればバイオマス情報ヘッ
ドクォーターにて公表するものである。
　バイオマスタウンになると、地域の取り組みが関係
機関に理解され、インターネットなどを介して全国的
に紹介されるとともに、バイオマスタウン構想の実現
に向けた積極的な支援（「地域バイオマス利活用交付
金」において優先的に支援を受けられるなど）を受け
ることができる。
　しかしながら、バイオマスタウン構想の公表につい
ては現在は推進していない。既に公表した318地域が
バイオマス活用推進基本法（2009年９月）に基づきバ
イオマス活用推進計画（2010年12月閣議決定）を策定
し、事業の推進を行っている段階である。現在、13府
県・18市町が推進計画の策定を終えている。
５．新潟県三条市のバイオマス構想
　新潟県三条市のバイオマスタウン構想は、2008年２
月８日付の構想書によるとその概要は次の通りであ
る。本バイオマス構想に添ったバイオマス活用推進計
画を立て、現在実施中である。
⑴　対象地域・構想の実施主体
　三条市
⑵　地域の現状
　①　経済的特色
　本市は、江戸時代から信濃川の河港として栄え、全
国有数の金属産業の集積地域であり、金属製品関連の
卸売業を中心とした商工業のまちである。
　特に製造業では金属製品製造業が全体の約50％を占
めているが、事業規模では従業員10人未満の企業が全
体の79％を超え、中小零細企業が多くなっている。し
かしながら、作業工具、アウトドア用品、産業機械な
どの分野では、消費者ニーズを的確に把握しながら技
術の高度化や高付加価値製品の開発、商業・農林業・
観光業と連携した産地ブランドの構築などに取り組ん
でいる。また小売業では、伝統の六斎市（４箇所で定
期的に開かれる朝市）など市民から親しまれている身
近な買い物の場などを通じて、個性とにぎわいのある
生活空間とするため、総合的な取り組みの中で中心市
街地の活性化を進めている。
　さらに、学校給食調理場から出る廃食用油のBDF
化や木質バイオマスの木質燃料化（チップ・ペレット
等）などのバイオマスの「燃料化」と、廃棄物系バイ
オマスの「エネルギー回収」を加えた［推肥化］、［燃
料化］、［エネルギー回収］の３つの柱を基本に、地域
のバイオマスの利活用を推進している。
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　②　社会的特色
　本市は、2005年５月１日に旧三条市、旧栄町、旧下
田村の三市町村が合併し、新「三条市」が誕生した。
新市の将来都市像を「豊かな自然に恵まれた　歴史と
文化の息づく　創意にみちた　ものづくりのまち」と
して掲げ、地域資源を最大限に活用しながら、市民一
人ひとりが幸せを実感し、選ばれて次代まで住み継が
れるまちを目指している。
　本市の総人口は102,613人（2013年10月31日現在）で、
新潟県内では新潟市、長岡市、上越市に次ぐ県下第４
位の人口規模となっている。また、総世帯数は35,182
世帯（2013年10月31日現在）である。
　③　地理的特色
　本市は、新潟県のほぼ中央に位置し、県都新潟市か
ら南へ約35㎞にあって、東は加茂市、西は燕市に隣接
し、東西10.48㎞、南北11.87㎞とやや南北に長い市域
をもっている。
　総面積は432.01㎢で県全体に占める割合は3.4％と
なっている。
　また、上越新幹線や北陸自動車道などの高速交通網
のほか、国道８号、289号、403号などの交通網が整備
されており、国道289号の福島県境区間は、古くから
「八十里越」と呼ばれている。
　北西部は日本最長を誇る信濃川の沖積平野として肥
沃な農地をもち、信濃川と合流する清流五十嵐川が、
市域を横断して流れ、下流域では市街地が形成されて
いる。また、南東部には緑豊かな森林に覆われた丘陵
地が広がり、東部の福島県境までの国有林一帯は越後
三山只見国定公園、奥早出粟守門県立自然公園に指定
されており、豊かな森林資源に恵まれるとともに、流
れ出る豊富な水は近隣市町村の貴重な水源になってい
る。
　④　行政上の地域指定
　特別豪雪地帯、振興山村地域、特定農山村地域、中
山間地域、農村地域工業等導入地域、辺地
⑶　バイオマスタウン形成上の基本的な構想
　本市は、豊かな水田とともに、野菜、果樹類、園芸
苗木等豊富な畑地を有しており、バイオマスを地域で
循環利用するための基盤に恵まれている。
　バイオマスの排出事業者、回収事業者、堆肥化事業
者や農家などが協力して、学校給食残渣や家畜ふん尿
などを堆肥化し、農地へ利用する取り組みは始まった
ばかりであるため、農地への受け入れ余地は十分にあ
る。
　そこで、本市の地域資源を活かしたバイオマスタウ
ンの形成に向けて、学校給食残渣、事業系生ごみ、し
尿汚泥、下水汚泥、家畜ふん尿、もみ殻、剪定枝の「堆
肥化」を中心として行い、堆肥の高度利用及び循環利
用に重点的に取り組むことで、本市が進める「学校か
ら地域までの食育」を通じた安心・安全な農産物の地
産地消により、バイオマスを地域に根付かせる取り組
みを推進している。
⑷　地域のバイオマスの利活用
　① 　推肥化：給食の残りをベースとして、もみ殻、
剪定技などと混合し、商品化。
　　 　給食の残りを専用の車で回収し、もみ殻と混ぜ
て利用する。それによって有機農業を推進し、地
産地消で安心・安全な食材を給食や地域の食卓へ
提供する。
　② 　廃食用油の燃料化：家庭や食堂・調理場など
から使用済みの食用油を回収し、軽油代替燃料
（BDF）として利用。
　　 　使用済み天ぷら油を精製し、それを公用車・農
耕車などのディーゼル車の走行に利用している。
　③ 　木質ペレット化：間伐材、剪定技をペレット化
し、ペレットボイラーやペレットストーブの燃料
として公共施設で使用している。現在、保内公園
熱帯植物園温室、いい湯らてい、下田公民館ロビー
など12の公共施設はペレットボイラー、ペレット
ストーブで暖めている。
６．地域バイオマス産業化推進事業
　バイオマス関係７府省（内閣府、総務省、文部科学省、
農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省。以下
同じ。）が共同でとりまとめた「バイオマス事業化戦
略」（平成24年９月６日バイオマス活用推進会議決定）
において、地域のバイオマスを活用した産業化等を推
進し、バイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害
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に強いまちづくり・むらづくりを目指すバイオマス産
業都市の構築を推進することとする。本事業では、バ
イオマス産業都市の構築に必要な施設の取り組みを支
援することとしている。
⑴　事業内容
　バイオマス関係７府省によりバイオマス産業都市の
第一次選定地域として選定された地域は、北海道十勝
地域（十勝管内19市町村）、北海道下川町、北海道別
海町、宮城県東松島市、茨城県牛久市、新潟県新潟市、
愛知県大府市、香川県三豊市である。これらのバイオ
マス産業都市は、構想の推進に当って次に掲げるバイ
オマス利活用施設の整備を行わなければならない。
　①　新規施設
　バイオマス事業化戦略における技術レベルが実用化
又は５年以内に実用化と評価されている技術を用いた
バイオマス利活用施設であって、事業化プロジェクト
の事業採算性が確保できると認められるもの及びこれ
ら施設の付帯施設の新設。
　②　成果拡大施設
　①の技術を用いてエネルギー変換効率の向上や製造
コストの低減等の成果拡大のために必要なバイオマス
利活用施設であって、事業化プロジェクトの事業採算
性が確保できると認められるものの増設・改造。
⑵　応募団体の要件
　本事業に応募ができる団体は、バイオマス関係７府
省によりバイオマス産業都市の第一次選定地域として
選定された地域（北海道十勝地域（十勝管内19市町
村）、北海道下川町、北海道別海町、宮城県東松島市、
茨城県牛久市、新潟県新潟市、愛知県大府市、香川県
三豊市）の産業都市構想に位置付けられた事業実施体
制の構成員となっている地方公共団体又は民間団体等
であって、以下の要件を全て満たすものとする。
　ただし、一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す
る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律
（平成18年法律第50号）第42条第２項に規定する特例
民法法人（以下「特例民法法人」という。）で、年間
収入額に占める国からの補助金・委託費の割合が３分
の２を上回ることが見込まれる法人に対しては、「公
益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」
（平成14年３月29日閣議決定）により、原則として補
助金の交付決定を行うことができない。
　① 　本事業を行う意思及び具体的計画並びに本事業
を的確に実施できる能力を有する団体であるこ
と。
　② 　本事業に係る経理その他の事務について、適切
な管理体制及び処理能力を有する団体であって、
定款、役員名簿、団体の事業計画書・報告書、収
支決算書等（これらの定めのない団体にあっては、
これに準ずるもの）を備えているものであること。
　③ 　本事業により得られた成果（以下「事業成果」
という。）について、その利用を制限せず、公益
の利用に供することを認めること。
　④ 　日本国内に所在し、補助事業全体及び交付され
た補助金の適正な執行に関し、責任を持つことが
できる団体であること。
⑶　補助対象経費の範囲
　補助対象となる経費及び施設については、別に定め
ている。
　なお、本地域バイオマス産業化推進事業によるバイ
オマス産業都市の第二次選定は、2013年度後半に行わ
れることとなっている。担当は農林水産省食料産業局
バイオマス推進資源課である。
７．結び
　21世紀は「環境の世紀」である。地球温暖化をはじ
め、大気および海洋汚染、生態系の破壊などが急速に
進んでいる。地球環境は人間の知見を超えた劇的な異
変を起こすことが懸念されている。
　18世紀後半にイギリスで始まった産業革命後、人類
社会は大量生産、大量消費、大量廃棄の経済を生み、
急激な地球環境破壊を発生させた。産業革命は工業化
社会をもたらし、木材や風力などの再生可能のエネル
ギーから、石炭・石油といった再生不能な化石燃料へ
と変化させたのである。いまや地球環境問題は人類共
通の最優先課題となっている。
　そこで、本稿はまずエコビジネス推進の必要性につ
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いて論じた。循環型社会の実現のために、エコビジネ
スの必要性は、すでに社会的合意を得られつつある。
地球温暖化対策をはじめとして、エネルギーや水、食
料などの資源問題は、新たな技術・事業開発のインセ
ンティブとなっている。日本にとっては、資源セキュ
リティの観点からエネルギー資源開発が重要な課題と
なっている。エネルギー資源は90％以上を海外に依存
しているが、国内調達可能な純国産エネルギーへ転換
を図らなければならない。たとえば太陽、風、水素、
バイオマスなどの新エネルギーへの本格的なシフトが
必要となる。地球温暖化対策はもちろん必要であるが、
同時に資源セキュリティに軸足を置いた資源開発が求
められている。
　次に、バイオマスの利活用の促進に当たっての国の
施策について述べた。2005年２月に京都議定書が発効
し、実効性のある地球温暖化対策の実施が喫緊の課題
となるなど、バイオマスの利活用をめぐる情勢が変化
している。本稿では「バイオマス・ニッポン総合戦略」、
［地域バイオマス産業化推進事業（地域バイオマス産
業化整備事業）］による国の政策の展開過程と現状を
検証した。
　ここで指摘しておきたい点は、国民一人ひとりの中
に、私たちの身近にあるバイオマスは、資源として利
活用されるものであるとの意識および生活習慣が定着
することである。それによって、廃棄物バイオマスの
発生抑制が進むことが求められている。今後、バイオ
マスの生産・変換によって、①適正な窒素環境等の環
境への配慮、②付加価値の高い製品・エネルギーを作
り出す取り組み、③製品やエネルギーに変換される取
り組みが進み、生活の中でバイオマスの利活用が進ん
でいかなければならない。
　以上で述べたようにエコビジネスの推進に当たって
は、国民一人ひとりの意識や生活習慣の変化が必要と
なろう。
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